
平成 29 年度国見町各会計予算は、3月議会で議決され、4月から執行さ
れています。『復興・絆』『元気・活力』交流連携予算として「第 5次国
見町振興計画（後期計画）」及び「国見町まち・ひと・しごと創生総合戦略」
等に基づき、国見の未来をつくる 5つの目標「①東日本大震災からの早
急な復興・再生」「②安全安心な町政の実現」「③活力ある町政の実現」「④
思いやりのある町政の実現」「⑤国見町の継続的な維持発展」をより具現
化するための予算を編成しました。

歳
入

　

自
主
財
源
と
な
る
「
町

税
」
は
、
復
興
需
要
の
影
響

等
か
ら
３
１
０
０
万
円
増
の

9
億
２
５
１
０
万
円
（
前
年
度

比
3
・
5
％
増
）
に
な
り
ま
す
。

　
「
繰
入
金
」
は
、
財
政
調
整

基
金
及
び
各
復
興
基
金
等
か
ら

2
億
７
１
５
７
万
円
（
前
年
度

比
16
・
1
％
減
）
を
繰
り
入

れ
、
収
支
の
均
衡
を
図
っ
て
い

ま
す
。

　

依
存
財
源
と
な
る
「
国
庫
支

出
金
」
は
、
た
め
池
放
射
性
物

質
対
策
に
よ
る
福
島
再
生
加
速

化
交
付
金
の
増
加
に
伴
い
、
総

額
5
億
８
７
８
９
万
円
（
前
年

度
比
16
・
0
％
増
）
に
な
り
ま

す
。

　
「
県
支
出
金
」
は
、
除
染

対
策
事
業
費
が
35
億
円
強

減
少
し
た
こ
と
か
ら
、
総
額

8
億
８
５
９
２
万
円
（
前
年
度

比
80
・
4
％
減
）
に
な
り
ま
す
。

　
「
地
方
交
付
税
」
は
、
普

通
交
付
税
と
震
災
復
興
特

別
交
付
税
を
合
わ
せ
た
総
額

21
億
１
１
３
８
万
円
（
前
年
度

比
3
・
3
％
増
）
に
な
り
ま
す
。

　
「
町
債
」
は
、
道
路
改
良
な

ど
必
要
な
建
設
事
業
費
に
充
当

す
る
た
め
、
2
億
８
６
１
０
万

円
（
前
年
度
比
28
・
0
％
減
）

を
借
入
し
ま
す
が
、
後
年
度
に

普
通
交
付
税
措
置
が
あ
る
有
利

な
起
債
を
活
用
す
る
な
ど
将
来

的
な
財
政
負
担
の
軽
減
に
努
め

て
い
ま
す
。

歳
出

　

性
質
別
の
内
訳
は
、
義
務
的

経
費
と
な
る
「
人
件
費
」
が

2
・
0
％
「
公
債
費
」
が
1
・

5
％
そ
れ
ぞ
れ
減
少
し
て
い
ま

す
が
「
扶
助
費
」
に
つ
い
て
は
、

障
が
い
者
福
祉
事
業
費
の
急
増

で
10
・
6
％
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。
投
資
的
経
費
と
な
る
「
普

通
建
設
事
業
費
」
は
、
県
北
中

学
校
及
び
町
営
住
宅
の
外
壁
改

修
事
業
費
の
皆
減
な
ど
で
45
・

0
％
減
少
し
て
い
ま
す
。
そ
の

他
の
経
費
と
な
る
「
物
件
費
」

も
除
染
事
業
費
に
よ
り
65
・

9
％
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

目
的
別
の
内
訳
は「
民
生
費
」

が
最
も
多
い
11
億
４
３
３
４
万

円
（
構
成
比
20
・
4
％
）
で
、

高
齢
者
・
障
が
い
者
・
児
童
福

祉
な
ど
時
代
に
対
応
し
た
社
会

保
障
費
が
主
な
も
の
で
す
。「
衛

生
費
」
に
は
、
公
立
藤
田
総
合

病
院
に
対
す
る
負
担
金
が
含
ま

れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
子
育
て
支
援
・
少
子

化
対
策
と
し
て
「
結
婚
生
活
支

援
事
業
」「
未
就
学
児
体
力
向

上
支
援
事
業
」、
高
齢
化
・
健

康
増
進
対
策
と
し
て
「
食
育
事

業
」「
健
診
時
の
内
視
鏡
（
胃

カ
メ
ラ
）
追
加
」、
交
流
連
携

と
し
て
「
交
流
町
と
の
相
互
交

流
事
業
」、
地
域
活
性
化
と
し

て
「
く
に
み
米
づ
く
り
実
証
事

業
」
な
ど
の
新
規
事
業
に
も
財

源
確
保
の
上
、取
り
組
み
ま
す
。

　

ま
た
、
28
年
度
予
算
の
内
、

14
億
5
千
万
円
強
（
農
業
ビ
ジ

ネ
ス
訓
練
所
整
備
事
業
、
除
染

対
策
事
業
な
ど
）
を
29
年
度
に

繰
越
し
て
執
行
し
ま
す
。

予算
平成 29 年度

一般会計当初予算額 56億円
（通常分 44.7 億円、復興創生分 11.3 億円）

　＜『復興・絆』『元気・活力』交流連携予算＞

地方交付税

地方譲与税

その他

繰入金

使用料

町税 その他

繰り出し金

補助費等

物件費

災害復旧

普通建設

公債費

扶助費

人件費

歳入
56 億円

歳出
56 億円

歳出
56 億円

自主財源
15.3 億円
27.4％

依存財源
40.7 億円
72.6％

地方交付税
21.1 億円

国庫支出金
5.9 億円

県支出金
8.9 億円

町債
2.9 億円

町税
9.2 億円

使用料及び手数料
1.0 億円

繰入金
2.7 億円

その他
2.3 億円

地方譲与税
各交付金
2.0 億円

総務費
7.3 億円

民生費
11.4 億円

衛生費
7.9 億円

農林水産業費
6.5 億円

商工費
1.0 億円

土木費
3.2 億円

消防費
7.6 億円

教育費
5.8 億円

公債費
4.2 億円

その他
1.1 億円

義務的経費
20.0 億円
35.6％

投資的経費
2.9 億円
5.2％

その他の経費
33.1 億円
59.2％

人件費
11.7 億円

扶助費
4.1 億円

公債費
4.2 億円

物件費
16.6 億円

補助費等
11.0 億円

繰出金
4.3 億円

その他
1.2 億円

普通建設事業費
2.9 億円

一般会計歳入予算内訳

一般会計歳出予算（目的別）内訳 一般会計歳出予算（性質別）内訳
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